
 

 

 

 

 

 

令和３年度 

科学技術関係概算要求の概要 
 

 

 

 

 

 

 

令 和 ２ 年 ９ 月 

文 部 科 学 省 

科学技術・学術政策局 

研 究 振 興 局 

研 究 開 発 局 



 



-i- 

 

目次 

 

Ⅰ．令和３年度 科学技術概算要求のポイント              1      

 

Ⅱ．東日本大震災復興特別会計分                    15   

 

Ⅲ．補足説明資料                           17     

1． 基礎研究力強化を中心とした研究力の向上と 

世界最高水準の研究拠点の形成・・・・・・・・・・・・・・・19 

・科学研究費助成事業（科研費） 

・戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出） 

・創発的研究支援事業 

・世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI） 

・研究大学強化促進事業 ～世界水準の研究大学群の増強～ 

・未来社会創造事業 

・世界の学術フロンティアを先導する大規模プロジェクトの推進 

・世界レベルの研究基盤を構築するための仕組みの実現 

 

2． 科学技術イノベーション人材の育成・確保・・・・・・・・・・・29 

・科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ創設事業 

・特別研究員事業 

・卓越研究員事業 

・世界で活躍できる研究者戦略育成事業 

・スーパーサイエンスハイスクール（SSH）支援事業 

・グローバルサイエンスキャンパス 

 （大学等と連携した科学技術人材育成活動の実践・環境整備支援） 

・ジュニアドクター育成塾 

 （大学等と連携した科学技術人材育成活動の実践・環境整備支援） 

・科学技術イノベーションを担う女性の活躍促進 

 

3． 科学技術イノベーション・システムの構築・・・・・・・・・・39 

・次世代アントレプレナー育成事業（EDGE-NEXT） 

・大学発新産業創出プログラム（START） 

・オープンイノベーション機構の整備 

・共創の場形成支援－知と人材が集積するイノベーション・エコシステム－ 

 



-ii- 

 

・共創の場形成支援： 

 産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA） 

・共創の場形成支援：センター・オブ・イノベーション（COI）プログラム 

・研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 

・地域イノベーション・エコシステム形成プログラム 

・共創の場形成支援－地域共創分野－ 

 

4． 世界最高水準の大型研究施設の整備・利活用と 

研究施設・設備のリモート化・スマート化の推進・・・・・・・・51 

・スーパーコンピュータ「富岳（ふがく）」の整備 

・官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の推進 

・大型放射光施設（SPring-8）の整備・共用 

・X線自由電子レーザー施設（SACLA）の整備・共用 

・大強度陽子加速器施設（J-PARC）の整備・共用 

・スーパーコンピュータ「富岳」及び革新的ハイパフォーマンス・ 

コンピューティング・インフラ（HPCI）の運営 

・研究基盤の整備・共用とリモート化・スマート化の推進 

（先端研究基盤共用促進事業、先端研究設備整備補助事業） 

 

5． 未来社会の実現に向けた先端研究の抜本的強化・・・・・・・・・・61 

・マテリアル DXプラットフォーム構想実現のための取組 

・光・量子飛躍フラッグシッププログラム（Q-LEAP） 

・AIP: Advanced Integrated Intelligence Platform Project 

 人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ統合プロジェクト 

・統計エキスパート人材育成プロジェクト 

・Society 5.0実現化研究拠点支援事業 

 

6． 健康・医療分野の研究開発の推進・・・・・・・・・・・・・・・69 

・新興・再興感染症研究基盤創生事業 

・理化学研究所における感染症研究等に貢献する研究開発 

・創薬等ライフサイエンス研究支援基盤事業 

・ゲノム医療実現バイオバンク利活用プログラム（B-cure） 

・橋渡し研究プログラム（橋渡し研究戦略的推進プログラムを含む） 

・革新的先端研究開発支援事業 

・ナショナルバイオリソースプロジェクト 

・再生医療実現拠点ネットワークプログラム 

 



-iii- 

 

7． 科学技術イノベーションの戦略的国際展開・・・・・・・・・・・79 

・戦略的国際共同研究プログラム（SICORP） 

・地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS） 

・グローバルに活躍する若手研究者の育成等 

 

8． 社会とともに創り進める科学技術イノベーション政策の推進・・・85 

・科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」の推進 

・戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発） 

・研究開発戦略センター事業（安全・安心、人社ユニット創設） 

・未来共創推進事業 

・研究活動の不正行為への対応 

 

9． 国民の安全・安心やフロンティアの開拓に資する 

課題解決型研究開発の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 93 

（１） 宇宙・航空分野の研究開発に関する取組・・・・・・・・・95 

・宇宙安全保障の確保／災害対策・国土強靱化や地球規模課題の 

解決への貢献 

・宇宙科学・探査による新たな知の創造 

・イノベーションの実現／産業・科学技術基盤等の強化 

・次世代航空科学技術の研究開発 

 

（２） 海洋・極域分野の研究開発に関する取組・・・・・・・105 

・地球環境の状況把握と変動予測のための研究開発 

・海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発  

・北極域研究の戦略的推進 

・南極地域観測事業 

 

（３） 自然災害に対する強靱な社会に向けた研究開発の推進・・111 

・南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の構築 

・海底地震・津波観測網の運用 

・基礎的・基盤的な防災科学技術の研究開発の推進 

・地震調査研究推進本部関連事業 

・首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト 

・情報科学を活用した地震調査研究プロジェクト 

・防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト 

・次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト 

・火山機動観測実証研究事業 



-iv- 

 

（４） クリーンで経済的な環境エネルギーシステムの実現・・・・123 

・革新的パワーエレクトロニクス創出基盤技術研究開発事業 

・未来社会創造事業「地球規模課題である低炭素社会の実現」領域 

・戦略的創造研究推進事業 先端的低炭素化技術開発（ALCA） 

・大学の力を結集した、地域の脱炭素化加速のための基盤研究開発 

・気候変動適応戦略イニシアチブ 

・ITER（国際熱核融合実験炉）計画等の実施 

 

（５） 原子力分野の研究開発・人材育成に関する取組・・・・・・131 

・原子力の基礎基盤研究とそれを支える人材育成 

・「東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の 

 加速プラン」の実現 
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Ⅴ．各法人等の概算要求のポイント                 141    

1． 物質・材料研究機構 

2． 防災科学技術研究所 

3． 量子科学技術研究開発機構 

4． 科学技術振興機構 

5． 日本学術振興会 

6． 理化学研究所 

7． 宇宙航空研究開発機構 

8． 海洋研究開発機構 

9． 日本原子力研究開発機構 

10． 日本医療研究開発機構 

11． 科学技術・学術政策研究所 

※以下、四捨五入の関係で内訳と合計の数字が一致しないことがある。 
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原 発 対 応 関 係 52億円

○日本原子力研究開発機構における東京電力(株)福島第一原子力発電所
事故からの環境回復に関する研究 20億円

・住民の被ばく線量を低減し、住民の一日も早い帰還を目指すため、東京電力(株)福島
第一原子力発電所事故により放射性物質で汚染された環境の回復に向けた放射性物質
の環境動態等に関する研究等を推進

○原子力損害賠償の円滑化 32億円

・被害者を迅速に救済するため、「原子力損害賠償紛争審査会」による指針の策定や
「原子力損害賠償紛争解決センター」の和解の仲介等、迅速・公平かつ適切な原子
力損害賠償の円滑化を図る

文部科学省関係合計 126億円

◇令和３年度文部科学省科学技術関係概算要求◇

【東日本大震災復興特別会計分】
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